
注記事項
(連結貸借対照表関係)

※１ ※１

投資有価証券(株式) 127,337 千円 投資有価証券(株式) 103,040 千円 

※２担保資産 ※２

預金 44,400 千円 
建物 188,448 千円 
構築物 5,105 千円 
土地 796,426 千円 
投資有価証券 11,661 千円 

計 1,046,042 千円 

　３受取手形割引高 49,800 千円 　３受取手形割引高 20,700 千円 

※４自己株式の保有数 ※４自己株式の保有数
普通株式 712,000 株 普通株式 549,600 株 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自　平成16年４月１日 自 平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至 平成18年３月31日

※１ ※１

給与手当及び雑給 1,190,387 千円 給与手当及び雑給 1,272,497 千円 
発送配達費 544,016 千円 発送配達費 500,361 千円 
賞与引当金繰入額 115,688 千円 賞与引当金繰入額 258,622 千円 
貸倒引当金繰入額 27,576 千円 貸倒引当金繰入額 38,125 千円 

     退職給付費用 31,524 千円 退職給付費用 28,025 千円 

※２ ※２

一般管理費 183,460 千円 一般管理費 170,597 千円 
当期製造費用 308,856 千円 当期製造費用 277,741 千円 

計 492,316 千円 計 448,338 千円 

※３固定資産除売却損は次のとおりであります。 ※３固定資産除売却損は次のとおりであります。
建物 2,820 千円 建物 292 千円 
機械装置 17,867 千円 機械装置 42,299 千円 
車両運搬具 165 千円 車両運搬具 548 千円 
工具器具備品 12,472 千円 工具器具備品 6,934 千円 

計 33,326 千円 計 50,074 千円 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自　平成16年４月１日 自 平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至 平成18年３月31日

1

現金及び預金 5,123,060 千円 現金及び預金 14,288,810 千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△ 1,242,845 千円 
預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△ 1,136,533 千円 

現金及び現金同等物 3,880,215 千円 現金及び現金同等物 13,152,277 千円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

前連結会計年度
平成17年３月31日現在

関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　設備資金228,594千円(長期借入金185,750千円 １年以内返済
予定の長期借入金42,844千円)及び運転資金(短期借入金6,800千
円)の担保に供しているものは、次のとおりであります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次の
とおりであります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお
りであります。

当連結会計年度
平成18年３月31日現在

関連会社に対するものは、次のとおりであります。

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお
りであります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次の
とおりであります。
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(リース取引関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

(借主側) (借主側)
(1) (1)

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

相当額 累計額 相当額 相当額 累計額 相当額

相当額 相当額
千円 千円 千円 千円 千円 千円

機械装置 1,475,397 806,688 668,708 機械装置 964,203 457,166 507,037 

工具器具備品 148,254 41,708 106,546 工具器具備品 124,112 43,947 80,165 

ソフトウエア 140,882 63,657 77,224 ソフトウエア 152,368 83,373 68,995 

合計 1,764,534 912,054 852,479 合計 1,240,685 584,487 656,197 

(2) (2)

１年内 １年内

１年超 １年超

合計 合計

(3) (3)

支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額

支払利息相当額 支払利息相当額

(4) (4)

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。

314,085 千円 

23,380 千円 

減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

622,248 千円 

854,782 千円 

支払リース料・減価償却費相当額及び支払利息相当額

334,940 千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

232,534 千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

223,184 千円 

444,555 千円 

667,739 千円 

支払リース料・減価償却費相当額及び支払利息相当額

273,477 千円 

同左

250,474 千円 

31,527 千円 

減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)
(前連結会計年度)
１　時価のある有価証券
その他有価証券

(単位：千円)

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

株式 36,413 110,213 73,800 

その他 53,425 51,787 △ 1,638 

合　計 89,838 162,000 72,162 

２　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

(1) 関連会社株式 127,337 

(2) その他有価証券

　　非上場株式 160,381 

    合　計 287,719 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
(単位：千円)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

3,980 2,685 - 

(当連結会計年度)
１　時価のある有価証券
その他有価証券

(単位：千円)

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

株式 36,449 185,482 149,033 

その他 87,387 89,966 2,579 

合　計 123,836 275,449 151,613 

２　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

(1) 関連会社株式 103,040 

(2) その他有価証券

　　非上場株式 40,543 

    合　計 143,583 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
(単位：千円)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

261 - - 
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(デリバティブ取引関係)
１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度

(1) 取引の内容 (1) 取引の内容

(2) 取引に対する取り組み方針 (2) 取引に対する取り組み方針

(3) 取引の利用目的 (3) 取引の利用目的

(4) 取引にかかるリスクの内容 (4) 取引にかかるリスクの内容

(5) 取引にかかるリスク管理体制 (5) 取引にかかるリスク管理体制

２　取引の時価等に関する事項
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1)通貨関連

(2)金利関連

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日

　当グループの利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、
金利関連では金利スワップ取引であります。

当グループのデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避
を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

　当グループのデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変
動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金
利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用
しております。
①ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段…デリバティブ取引(為替予約取引及び金利スワップ取引)
　ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性があり、変動相場等が評価に反映
されていないもの及びキャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるも
の。

②ヘッジ方針
　ヘッジ対象の識別は個別契約ごとにヘッジ指定文書を用いて行っております。
③ヘッジの有効性の評価
　有効性の評価は半年に一度行っております。また、有効性の評価方法はヘッジ
期間を通じて一貫して適用しております。

デリバティブ取引の実行及び管理は、「社内管理規定」に従い、経理部・財務
課の担当者が決裁担当者の承認を得て行い、経理部で管理しております。デリバ
ティブ取引の内容については、定期的に取締役会に報告されております。

前連結会計年度

自　平成16年４月１日

　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ローの変動の累計とを比率分析する方法により行っております。
④その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
　取引の内容については定期的に取締役会に報告しております。

当グループのデリバティブ取引は、為替相場や市場金利の変動によるリスクを
有しております。また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国
内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リスクは、極めて小さいも
のであると判断しております。

至　平成17年３月31日
　該当事項はありません。
　なお、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等に振り当
てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。

前連結会計年度

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日
　該当事項はありません。
　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しております
ので注記の対象から除いております。

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

　同左

　同左

　同左

①ヘッジ手段とヘッジ対象
　同左

②ヘッジ方針
　同左
③ヘッジの有効性の評価
　同左

④その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
  同左

　同左

　同左

当連結会計年度

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日
　該当事項はありません。
　なお、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等に振り当
てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。

当連結会計年度

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日
　該当事項はありません。
　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しております
ので注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)

１ 　採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項
　退職給付債務 △ 1,024,006 千円 　退職給付債務 △ 1,113,488 千円 
　年金資産 370,373 千円 　年金資産 380,691 千円 
　未認識数理計算上の差異 54,938 千円 　未認識数理計算上の差異 81,758 千円 
　退職給付引当金 △ 598,695 千円 　退職給付引当金 △ 651,038 千円 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項
　勤務費用 98,529 千円 　勤務費用 93,850 千円 
　利息費用 13,641 千円 　利息費用 14,785 千円 
　期待運用収益 △ 2,069 千円 　期待運用収益 △ 2,053 千円 
　数理計算上の差異の費用処理額 9,705 千円 　数理計算上の差異の費用処理額 8,899 千円 
　退職給付費用 119,806 千円 　退職給付費用 115,482 千円 

４ ４
　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
　割引率 2.0 ％ 　割引率 2.0 ％ 
　期待運用収益率 1.0 ％ 　期待運用収益率 1.0 ％ 
　数理計算上の差異の処理年数 13年 　数理計算上の差異の処理年数 13年

(税効果会計関係)

１ 　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １ 　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
繰延税金資産 繰延税金資産
　未実現利益の消去 1,642 千円 未実現利益の消去 296 千円 
　退職給付引当金損金算入限度 232,324 千円 退職給付引当金損金算入限度 253,637 千円 
　特許権償却超過額 32,808 千円 特許権償却超過額 20,108 千円 
　未払事業税 35,551 千円 未払事業税 83,796 千円 
　賞与引当金損金算入限度超過額 186,387 千円 賞与引当金損金算入限度超過額 229,560 千円 
　ゴルフ会員権評価損 52,238 千円 ゴルフ会員権評価損 54,108 千円 
  繰越欠損金 752,573 千円  繰越欠損金 887,155 千円 
　その他 371 千円 その他 156,074 千円 
　小計 1,293,896 千円 小計 1,684,738 千円 
  評価性引当額 △ 625,133 千円  評価性引当額 △ 808,288 千円 
　繰延税金資産　計 668,762 千円 繰延税金資産 計 876,450 千円 

繰延税金負債 繰延税金負債
  有価証券評価差額 △ 29,992 千円  有価証券評価差額 △ 65,048 千円 
　貸倒引当金の消去 △ 3,481 千円 貸倒引当金の消去 △ 12,115 千円 
　繰延税金負債計 △ 33,473 千円 　繰延税金負債計 △ 77,163 千円 
　繰延税金資産の純額 635,288 千円 　繰延税金資産の純額 799,286 千円 

２ ２

  法定実効税率 40.6 ％   法定実効税率 40.6 ％ 
　 (調整) 　 (調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 ％ 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8 ％ 
住民税均等割等 0.4 ％ 住民税均等割等 0.3 ％ 
試験研究費税額控除 △ 0.5 ％ 試験研究費税額控除 △ 0.3 ％ 
外国税額控除 △ 0.8 ％ 外国税額控除 △ 0.5 ％ 
海外子会社との税率差異 △ 22.3 ％ 海外子会社との税率差異 △ 28.5 ％ 
子会社の繰越欠損金 △ 2.7 ％ 評価性引当額の増減 6.1 ％ 
その他 2.5 ％ その他 0.1 ％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.6 ％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.6 ％ 

至　平成17年３月31日

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原
因となった主な項目の内訳

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按
分額を費用処理する方法。ただし、翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。)

前連結会計年度
自　平成16年４月１日

前連結会計年度
自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

　当社及び株式会社山形メイコーは、確定給付型の制度として適格
退職年金制度及び退職一時金制度、その他一部の国内連結子会社
は、退職一時金制度を採用しております。なお、その他に日本プリ
ント回路工業厚生年金基金に拠出しておりますが、年金資産の額を
合理的に計算することができないため、以下の退職給付債務、年金
資産、退職給付費用の計算から除いております。(当該基金の掛金
拠出割合等により計算した年金資産の額は1,766,912千円でありま
す。)

当連結会計年度
自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

　当社及び株式会社山形メイコーは、確定給付型の制度として適格
退職年金制度及び退職一時金制度、その他一部の国内連結子会社
は、退職一時金制度を採用しております。なお、その他に日本プリ
ント回路工業厚生年金基金に拠出しておりますが、年金資産の額を
合理的に計算することができないため、以下の退職給付債務、年金
資産、退職給付費用の計算から除いております。(当該基金の掛金
拠出割合等により計算した年金資産の額は2,263,715千円でありま
す。)

至　平成18年３月31日

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原
因となった主な項目の内訳

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按
分額を費用処理する方法。ただし、翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。)

当連結会計年度
自　平成17年４月１日
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(セグメント情報)
１　事業の種類別セグメント情報

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成16年４月１日　至 平成17年３月31日)
(単位：千円)

日本 アジア 計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 27,563,803 12,640,306 40,204,109 - 40,204,109 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1,008,017 6,788,871 7,796,889 (7,796,889) - 

計 28,571,820 19,429,177 48,000,998 (7,796,889) 40,204,109 

営業費用 26,238,337 16,953,768 43,192,106 (7,968,293) 35,223,812 

営業利益 2,333,483 2,475,408 4,808,892 171,404 4,980,297 

Ⅱ 資産 34,423,630 20,030,077 54,453,707 (12,987,063) 41,466,644 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

   　２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……中国、香港、フィリピン

   　３ 営業費用は全て各セグメントに配分しており、配賦不能営業費用はありません。

   　４ 資産は全て各セグメントに配分しており、全社資産はありません。

当連結会計年度(自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日)
(単位：千円)

日本 アジア 計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 34,152,033 16,175,121 50,327,154 - 50,327,154 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1,176,701 11,557,059 12,733,761 (12,733,761) - 

計 35,328,735 27,732,181 63,060,916 (12,733,761) 50,327,154 

営業費用 32,873,123 23,767,165 56,640,289 (12,838,056) 43,802,232 

営業利益 2,455,611 3,965,015 6,420,627 104,294 6,524,922 

Ⅱ 資産 49,730,111 30,344,613 80,074,724 (13,891,330) 66,183,394 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

   　２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……中国、香港、フィリピン

   　３ 営業費用は全て各セグメントに配分しており、配賦不能営業費用はありません。

   　４ 資産は全て各セグメントに配分しており、全社資産はありません。

３　海外売上高
前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

(単位：千円)

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 12,836,107 76,101 144,922 13,057,132 

Ⅱ　連結売上高 - - - 40,204,109 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 31.9 0.2 0.4 32.5

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

   　２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、香港、マレーシア

(2) 欧州………………イギリス、ドイツ、スペイン

(3) その他の地域……アメリカ

   　３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)
(単位：千円)

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 17,622,403 82,381 524,570 18,229,354 

Ⅱ　連結売上高 - - - 50,327,154 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 35.0 0.2 1.0 36.2

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

   　２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、香港、マレーシア

(2) 欧州………………イギリス、ドイツ、フランス

(3) その他の地域……アメリカ

   　３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)及び前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

当連結グループは、電子関連事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。
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(関連当事者との取引)
前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)
１　役員及び個人主要株主等

(単位：千円)

会社等 資本金又 事業の内容

の名称 は出資金 又は職業 役員の 事業上

兼任等 の関係

(被所有)
直接 ― 不動産の貸借

31.7 ％ 

(被所有)

直接 ― ― 1,700 ― ―
0.1 ％ 

(被所有)

(注) １　取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
①不動産賃借取引の条件は、近隣不動産の一戸建て賃貸借価格を参考に決定しております。
②税理士の顧問料については、従来の税理士報酬規定を勘案して決定しております。

３　名幸興産株式会社の株主及び所有割合は次のとおりであります。
名屋　操 30.0％、名屋佑一郎 25.0％、名屋晴行 17.5％、名屋精一 17.5％、
秋山房子  7.5％、名屋朋子  2.5％

４　税理士　松浦宏は、当社取締役　松浦正憲の近親者であります。

２　子会社等
(単位：千円)

会社等 資本金又 事業の内容

の名称 は出資金 又は職業 役員の 事業上

兼任等 の関係

(所有)
直接

買掛金 6,615

25.0 ％ 未払金 953

(注) １　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
当社製品の販売及び仕入価格は、他社の価格を参考に決定しております。

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)
１　役員及び個人主要株主等

(単位：千円)

会社等 資本金又 事業の内容

の名称 は出資金 又は職業 役員の 事業上

兼任等 の関係

― ―
29.3 ％ 

(被所有)

直接 ― ― 1,800 ― ―
0.1 ％ 
(被所有)

10,000 直接 1,500 ―
3.4 ％ 

(注) １　取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
①不動産賃借取引の条件は、近隣不動産の賃貸借価格を参考に決定しております。
②税理士の顧問料については、従来の税理士報酬規定を勘案して決定しております。

３　名幸興産株式会社の株主及び所有割合は次のとおりであります。
名屋　操 30.0％、名屋佑一郎 25.0％、名屋晴行 17.5％、名屋精一 17.5％、
秋山房子  7.5％、名屋朋子  2.5％

４　税理士　松浦宏は、当社取締役　松浦正憲の近親者であります。

２　子会社等
(単位：千円)

会社等 資本金又 事業の内容

の名称 は出資金 又は職業 役員の 事業上

兼任等 の関係

(所有)
直接

買掛金 6,160

15.1 ％ 未払金 4,530

(注) １　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
当社製品の販売及び仕入価格は、他社の価格を参考に決定しております。

兼任３名

顧問料
注２②

税理士

不動産賃貸借
不動産賃借
注２①

松浦宏 ― ―

不動産賃借
注２①

当社代表取締役
役員及び個人
主要株主

名屋佑一郎

役員及びその
近親者

479,950
電気液晶検査
機器製造

不動産の賃借

(被所有)
直接 ― 不動産の賃借

科目

期末残高

兼任３名 不動産の賃借

科目

敷金・
保証金

顧問料
注２②

敷金・
保証金

取引の内容 取引金額

関係内容

敷金・
保証金

科目

125
敷金・
保証金

13,261

取引金額 期末残高取引の内容

関連会社
株式会社
Ｊ.ＭＡＣ
Ｃ

期末残高取引の内容 取引金額

属性 住所
議決権等の
所有(被所
有)割合

関係内容

議決権等の
所有(被所
有)割合

関係内容

属性 住所
議決権等の
所有(被所
有)割合

住所
議決権等の
所有(被所
有)割合

税理士―

不動産
賃貸借 3.6 ％ 

10,000

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社

名幸興産
株式会社

神奈川県
綾瀬市

属性 住所

神奈川県
大和市

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社

名幸興産
株式会社

神奈川県
綾瀬市

―

営業上の取引 同社製品の購入 97,866221,850
電気液晶検査
機器製造

取引金額

関係内容

取引の内容

―

役員及びその
近親者

関連会社
株式会社
Ｊ.ＭＡＣ
Ｃ

神奈川県
大和市

―松浦宏

名屋佑一郎

属性

役員及び個人
主要株主

125
不動産賃借
注２①

1,500当社代表取締役

―

― 営業上の取引 同社製品の購入 101,845

期末残高

不動産賃借
注２①

1,500

―

科目
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(１株当たり情報)

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

    利益処分による役員賞与金 30,000 千円 35,000 千円 

新株引受権 97,472 株 新株引受権 33,966 株 

16,239,653 株 

   294円09銭

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

   293円48銭潜在株式調整後１株当たり当期純利益

4,810,927 千円 

4,775,927 千円 

当連結会計年度

自　平成17年４月１日

当連結会計年度

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

   1,710円22銭

当期純利益

項目

前連結会計年度

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日

3,385,430 千円 

   813円61銭

   215円46銭

   214円12銭

至　平成18年３月31日

項目

前連結会計年度

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日

普通株主に帰属しない額

期中平均株式数 15,572,987 株 

普通株式増加数

3,355,430 千円 普通株主に係る当期純利益
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